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を一方的に奪い去り, 個人の尊厳を踏みにじる｣ ものであり, 憲法13条



















































368(368) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(３) 2017年 (平成29年) ５月26日に民法の一部を改正する法律 (平成29年
法律第44号) が成立し, 2020年４月１日より施行された｡ 本稿では, 同法










このような問題意識の下, 本稿では, まずⅣの検討の前提として, そも
そも旧優生保護法とは何か, 同法の下で誰がいかなる被害を受けたのかを
みる (Ⅱ)｡ 次に, 仙台地裁判決の事案と判旨を確認する (Ⅲ)｡ そのうえ
で, 問題の所在を確認し, 仙台地裁判決における原告らの主張にとどまら
ず, 旧優生保護法国賠訴訟において被害者の救済を可能にする解決策を検




に, 旧優生保護法の制定目的と背景, 同法から生じた被害の内容, 被害へ
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 369(369)
(５) その他にいわゆる東住吉冤罪事件 (Y社が製造・販売した軽乗用自動
車からガソリンが漏出し, ガスバーナーの種火が引火したことから生じた
火災によって Xの娘 Aが焼死した｡ X及び内縁の夫 Bは, Aを殺害した
との罪で平成７年９月10日に起訴され, 平成11年３月に Bへ, 同年５月
に Xへ無期懲役の判決が言い渡された｡ X・Bは再審を請求し, 平成28年
８月10日に両名への無罪判決が下された事件) をめぐる民事訴訟において
も除斥期間の適用が争われた｡ 平成29年１月30日, Xは, X固有の損害請
求権及び Aから相続した損害賠償請求権に基づき Yに対して損害賠償を
求めた｡ これに対して, 大阪地裁平成30年10月26日判決は, 改正前民法
724条後段の20年を除斥期間と解した上で, 両請求権が消滅したと判示し,
Xの請求を棄却した｡ 同判決の問題点の指摘として, 香川崇 ｢民法724条
後段の期間制限の法的性質と停止の類推適用 大阪地裁平成30年10月26















止する｣ ことを目的に制定された｡ 同法が制定された背景の１つには, 過






































370(370) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)








学｣ の考え方がある｡ イギリスで生まれた優生学とは, ごく簡単にいえば,


















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 371(371)










権の行使の結果であること｣ を ｢担保する仕組みが備えられていな｣ かっ
たと指摘される
(10)





























第３条 医師は, 左の各号の一に該当する者に対して, 本人の同意並びに
配偶者 (届出をしないが事実上婚姻関係と同様な事情にある者を含む｡ 以
下同じ｡) があるときはその同意を得て, 優生手術を行うことができる｡






三 本人又は配偶者が, 癩疾患に罹り, 且つ子孫にこれが伝染する虞れ
のあるもの
四 妊娠又は分娩が, 母体の生命に危険を及ぼす虞れのあるもの






372(372) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(８) 以下の条文につき, 毎日新聞取材班・前掲注(７)271頁以下, 優生手
術に対する謝罪を求める会編 『優生保護法が犯した罪 子どもをもつこ
とを奪われた人々の証言 [増補新訂版]』 (現代書館, 2018年) 246頁以下
参照｡










にある者｣ が遺伝性精神病等の症状を有する場合 (１項二号) や, ｢配偶
者が, 癩疾患に罹り, 且つ子孫にこれが伝染する虞れのある｣ 場合 (同三
号) も含まれていた｡ これに加えて, ２項では, １項四・五号に該当する
場合には ｢配偶者｣ も優生手術の対象に含まれていた｡
さらに, 未成年者, 精神病者又は精神薄弱者については同意なくして優







第４条 医師は, 診断の結果, 別表に掲げる疾患に罹つていることを確認
した場合において, その者に対し, その疾患の遺伝を防止するため優生手
術を行うことが公益上必要であると認めるときは, 都道府県優生保護審査




(11) 優生保護法被害弁護団全国の訴訟一覧 (2020年１月14日現在) http : //
yuseibengo.wpblog.jp / wp-content / uploads / 2020 / 01 / ichiran20200114.pdf に基
づく｡
(12) そのほかにも青井・前掲注(10)39頁が指摘するように, 遺伝性精神病












































医師を指定し, 申請者, 優生手術を受くべき者及び当該医師に, これを通
知する｡
374(374) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)








症 神経性進行性筋萎縮症 進行性筋性筋栄養障がい症 筋緊張病 先天
性筋緊張消失症 先天性軟骨発育障がい 白児 魚りんせん 多発性軟性
神経繊維しゆ 結節性硬化症 先天性表皮水ほう症 先天性ポルフイリン
尿症 先天性手掌足しよ角化症 遺伝性視神経萎縮 網膜色素変性 全色




























そも ｢公益上必要である｣ という不明瞭な基準に基づいて, 不妊手術の対
象者の疾患が ｢遺伝性｣ によるものかを見極めることは不可能であった｡
例えば, 後述Ⅲ１の仙台地裁判決の原告 X1 もそうであったように, 遺伝
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 375(375)
(14) 昭和23年６月19日参議院厚生委員会13号議事録｡
(15) 優生手術に対する謝罪を求める会編・前掲注(８)80～81頁｡
(16) 毎日新聞取材班・前掲注(７)98頁｡ 同書115頁では, 審査にあたった





















































123号) 第20条 (後見人, 配偶者, 親権を行う者又は扶養義務者が保護義
務者となる場合) 又は同法第21条 (市町村長が保護義務者となる場合) に
規定する保護義務者の同意があつた場合には, 都道府県優生保護審査会に
優生手術を行うことの適否に関する審査を申請することができる｡










第12条の ｢精神病又は精神薄弱｣ の診断は, 極めて杜撰であった｡ 例
えば, 仙台地裁判決の原告の女性 X2 は, 第12条により知的障がいがある
との理由で手術を受けさせられたが, 実際にはそのような障がいはなかっ








東京地裁に訴訟を提起した｡ 北海道では, 単なる素行不良者を ｢精神疾患
者｣ とみなし, 精神病院へ強制収容させた上で不妊手術が強制的に実施さ
れていた｡ その被害者の一人である男性は, 医師による診察がないまま















第14条では, 同条に定められる要件を満たした場合は, 医師は ｢本人
及び配偶者の同意を得て, 人工妊娠中絶を行うことができる｣ 旨が規定さ
れていた｡ しかし, この同意もまた決して本人や配偶者の真意に基づくも






























定する医師 (以下指定医師という｡) は, 左の各号の一に該当する者に対
して, 本人及び配偶者の同意を得て, 人工妊娠中絶を行うことができる｡


















378(378) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)

















































では, ｢政府の取り組みを 『民族衛生施策の大きな前進』 と評価し｣ た
(27)
｡


















































(29) 大木三郎 ｢失われる命…旧優生保護法｣ Glocal Tenri Vol. 19 No. 9
September 2018
(https : // www.tenri-u.ac.jp / topics / oyaken / q3tncs00001mbgg2-att / p09.pdf)
























臣は ｢そうした事実を, 今後どうしていくかということは, 今後私たちも
考えていきたい｣ と述べたが, 検証や補償がなされることはなかった｡
2016年３月22日に再度福島議員が塩崎恭久厚生労働大臣に質問したとこ




















｡ その後, 2019年４月24日に ｢旧優生保護法に基づく手術を受けた者





題点も指摘されている｡ まず, 前文では, 優生手術が行われてきた ｢こと
に対して, 我々は, それぞれの立場において, 真摯に反省し, 心から深く






































382(382) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(35) 毎日新聞取材班・前掲注(７)158～160頁｡
(36) この間の立法に向けた国会の動向については, 新里宏二 ｢旧優生保護




対する一時金の支給等に関する法律｣ 法教468号 (2019年) 61頁｡




(39) 新里・前掲注(36)22～23頁｡ そのほか新里宏二 ｢旧優生保護法による
強制不妊手術 『一時金支給等に関する法律案』 は真の被害回復につながる
のか｣ 法セ772号 (2019年) 26頁以下も参照｡
前記３の通り, 旧優生保護法に基づいて多くの被害者が不妊手術・中絶
手術を強いられた｡ そこには, ２及び４でみたように, 国により推進され
た優生政策が影響している｡ 1948年の法制定から70年以上経ってやっと










原告 X1 は, 先天性の口蓋破裂に罹っていた｡ その手術直後から, 当該
手術の麻酔などの影響により, 以前のように言葉を発することができなく
なった｡ その後, 医師により遺伝性精神薄弱と診断され, 15歳の時に旧
優生保護法４条に基づき宮城県優生保護審査会の決定を受け, 不妊手術
(以下 ｢本件優生手術｣ という｡) を受けた｡ そのため, X1 は, 子どもを
産むことができなくなった｡ 昭和54年に X1 は, 優生手術を受けたことを
理由に縁談話が破談になった｡ また X1 は手術後度々腹痛を訴えるように
なり, 昭和62年には卵巣嚢腫と診断され, 卵巣の摘出手術を受けた｡ 平
成29年, X1 は, 宮城県に対して本件優生手術に関する個人情報の開示請




法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 383(383)
(40) 2020年１月16日, 仙台高裁にて控訴審が開始された｡
原告 X2 は, 中学生の頃, 身に覚えのないことを民生委員が報告したこ
となどを契機に, 児童相談所で知能検査を受けさせられるなどして, 中学
校３年生から知的障がい児入所施設に入所した｡ 宮城県精神薄弱者更生相
談所が社会福祉事務所の依頼を受け, X2 が精神薄弱者, 軽症魯鈍及び内
因性であること, そして優生手術の必要性が認められると判定した｡ X2
の父は, 当時16歳の X2 に対し優生手術を受けさせることに同意するよう
求められ, 優生手術への同意書に署名押印した｡ そして, X2 は, 優生手
術を専門とする診療所に連れて行かれ, 手術の内容すら知らされることな
く, 旧優生保護法に基づく本件優生手術を受け, 子どもを産むことができ
なくなった｡ 本件優生手術を受けた後, X2 は, 生理痛が酷く身体の不調
を来すようになり, 十分に働くことすらできなくなった｡ 昭和42年６月,
X2 は結婚をしたが, 婚姻中に子宮外妊娠をし, 緊急手術を受けた｡ 昭和
46年, X2 は子どもを諦めきれず, 夫に内緒で子をもらい, 実子として届
け出た｡ その後, 夫が X2 との間に子どもができないことを不満に思うな
どして, 昭和50年, X2 は夫と離婚した｡ さらに, X2 は, 昭和50年代に子
宮筋腫の手術を受けた際, 医師から本件優生手術による癒着があるなどと
告げられ, 子宮及び左卵巣を摘出する手術を受けた｡ 平成２年６月, X2
は再婚したが, 夫に本件優生手術を受けたことを打ち明けると, 夫と周囲
の者の態度が一変し, 周囲の者が X2 を責めるようになり, 夫は家から出
て行った｡ X2 は, 本件優生手術を受けた後, 複数の医師の診察を受けた
ところ, いずれの医師も, X2 には本件優生手術の理由とされた知的障が
いなどがあることを否定した｡ 昭和38年度以降の優生手術台帳には, X2
の氏名が記載されていないものの, 宮城県知事は, 平成30年２月19日, X2
が本件優生手術を受けたことを認める旨表明した｡ X2 は, これによって
初めて, 本件優生手術を受けたことを公的に確認することができた｡





























384(384) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
いる｡
X1・X2 は, 被告 Y (国) に対して旧優生保護法第２章, 第４章及び第
５章の各規定 (以下 ｢本件規定｣ という｡) は違憲無効であり子を産み育
てるかどうかを意思決定する権利 (以下 ｢リプロダクティブ権｣ という｡)
を一方的に侵害されて損害を被ったとして, 主位的に, 国会が当該損害を
賠償する立法措置を執らなかった立法不作為 (以下 ｢本件立法不作為｣ と
いう｡) 又は厚生労働大臣が当該損害を賠償する立法等の施策を執らなかっ
た行為 (以下 ｢本件施策不作為｣ という｡) の各違法を理由に国賠法１条
１項に基づく損害賠償を求めた｡ また Xらは, 予備的に国賠法４条によ
り適用される改正前民法724条後段の除斥期間の規定を本件に適用するこ
とが違憲となると主張して, 当時の厚生大臣が本件優生手術を防止するこ















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 385(385)
(41) 以下 (１)～(４) の見出しは, 筆者が挿入した｡ (５) は, 判決文の
通りである｡
ていた者にとってその幸福の可能性を一方的に奪い去り, 個人の尊厳を踏
みにじるものであって, 誠に悲惨というほかない｡ 何人にとっても, リプ
ロダクティブ権を奪うことが許されないのはいうまでもなく, 本件規定に
合理性があるというのは困難である｡






(以下, 単に ｢除斥期間｣ という｡) の規定により, 当該賠償請求権は消滅






ているところ, 前記のとおり, リプロダクティブ権は, 子を産み育てるこ
とを希望する者にとって幸福の源泉となり得ることなどに鑑みると, 人格
的生存の根源に関わるものであり, 憲法上保障される個人の基本的権利で




















































































































































































































② ｢本件優生手術の時｣ から20年が経過している場合には, 除斥期間の





























































392(392) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(42) 三浦じゅん ｢仙台地裁令和元 [2019年] ５月28日の評価と控訴審にお










(43) 高希麗 ｢仙台地裁判決判批｣ 新・判例解説Watch (憲法) 161号 (TKC
ローライブラリー) 3 頁｡ 三浦・前掲注(42)32～33頁｡
る
(44)
























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 393(393)
(44) 小山剛 ｢人としての尊厳｣ 判時2413・2414合併号 (2019年) 17頁｡ 上







る｡ その前提として, (２) では旧優生保護法国賠訴訟と関連のある範囲
で改正前民法724条の起算点をめぐる議論状況を整理する｡
(２) 不法行為の起算点をめぐる議論状況














た時｣ である｡ この損害を知った時とは, ｢被害者が損害の発生を現実に






































が進行する (最判昭和42年７月18日民集21巻６号1559頁)｡ また後述 (イ)
でも紹介するように, 児童期の性的虐待に起因して加害行為から相当期間






(イ) 後段20年の起算点は, ｢不法行為の時｣ である｡ この起算点は,







法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 395(395)
(45) 松本克美 ｢児童期の性的虐待に起因する PTSD等の発症についての
損害賠償請求権の消滅時効・除斥期間｣ 立命349号 (2013年) 25頁 (以下,
｢PTSD｣ と引用)｡ PTSDの内容と特色及びその救済策を検討したものと
して, 松本論文のほかに, 久須本かおり ｢民法724条後段の適用制限・再
考：カネミ油症訴訟ならびに幼少期の性的虐待を原因とする PTSD訴訟




























































｡ このことは, その後の関西水俣病訴訟 (最判平





年９月25日判決 LEX / DB 25504930) がある｡ この事案では, ｢うつ病を
発症したことによる損害は, その損害の性質上, 加害行為である本件性的
虐待行為が終了してから相当期間が経過した後に発生したものであり, か
つ, それまでに発生していた PTSD, 離人症性障害及び摂食障害に基づく
損害とは質的に全く異なる別個の損害と認められるから, 除斥期間の起算
点は損害の発生した時, すなわち, うつ病が発症した時である」であると









法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 397(397)
(46) 橋眞 ｢判批｣ 判時1879号 (2005年) 199頁以下, 松本克美 ｢後発顕
在型不法行為と民法724条後段の20年期間の起算点｣ 立命310号 (2006年)



















(イ) 後段20年の ｢不法行為の時｣ に関しても累積的・継続的に生じ
た損害は, ｢全体として一体的に｣ 評価されている｡ このことを示した裁
判例としてらい予防法違憲国家賠償訴訟 (熊本地判平成13年５月11日判



































398(398) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(48) 内田貴 『民法Ⅱ債権各論 [第３版]』 (有斐閣, 2011年) 475頁｡
び人工妊娠中絶を定めた旧優生保護法が制定された｡ 昭和28年には, 患
者の療養所への強制入所, 外出制限と違反への罰則等を定めた新法が制定





















な論理の飛躍であると主張する｡｣ しかし, ｢患者らは, いったん入所する
と, 家族や社会と切り離され, 療養所外の生活基盤を失い, 退所すること
が極めて困難な状況に置かれ, その結果, 多くの入所者が, 療養所を生涯
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 399(399)
のすみかとして暮らさざるを得ず, 現実に, 入所者の大半が, 退所するこ





















































400(400) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
である｡｣











｡ そして, その射程について ｢国家の政策によっ
て人間の尊厳に反するような重大な人権侵害の被害が生じ, それが長年放












法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 401(401)
(49) 熊本地裁平成13年判決につき, 並木茂 ｢判批｣ リマークス2002年下58
頁以下を参照｡ その後, 国が控訴を断念し, 判決は確定した｡
(50) 松本克美 『時効と正義 消滅時効・除斥期間論の新たな胎動』 (日




(52) Westlaw Japan 文献番号 2019 WLJPCA 06286003｡ 以下の判旨は, 判
決要旨も参照した｡ その後, 国が控訴を断念し, 判決は確定した｡
＜事案の概要＞





















































402(402) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
























































































































形成にとって重大｣ な ｢個人の尊厳にかかわる人生被害であり, かかる差












































406(406) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(53) 松本和彦 ｢判批｣ 法教471号 (2019年) 139頁｡






発症した場合には, (２) (ａ) (ア) でみたように, 改正前民法724条前
段の３年の起算点は, 被害者が新たな損害の発生を ｢知った｣ 時となる｡
具体的には, 医師の診断によってうつ病や PTSDなどの新たに生じた損
害の原因が優生手術にあるという因果関係を現実に認識した時点が起算点









損害も考えられる｡ 例えば, 仙台地裁判決の原告 X1 は, 優生手術を受け











法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 407(407)
(54) 毎日新聞取材班・前掲注(７)24頁, 28～29頁, 38頁などの被害者の証
言から被害者が長年にわたる苦しみを持ち続けてきたことが推測される｡
(55) 神戸地裁令和２年２月13日第６回口頭弁論第９準備書面の要旨より｡













な被害者を救済するためには, 次に述べる (ｂ) の主張が有用である｡
(ｂ) 偏見・差別に対する損害賠償
そもそも被害者が受けた損害とは, 優生手術による被害だけにとどまら
ない｡ 被害者は, Ⅱ１でみたように, 旧優生保護法及びその背景にある
｢障がいを持った者は生まれて来るべきでない｣ といった優生思想の影響
により, 長年にわたって社会的に偏見や差別を受けてきた｡ 例えば, 仙台
地裁判決の原告 X2 には, ｢再婚後, 夫に本件優生手術を受けたことを打





























408(408) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(56) 神戸地裁令和２年２月13日第６回口頭弁論第９準備書面の要旨より｡
また毎日新聞取材班・前掲注(７)36頁によれば, 北海道で優生手術を受け
た男性 (Ⅱ３ (３) において紹介) について ｢下腹部の激痛は年を追うご
とに慢性化し, 体中の甲状腺も腫れた｣ との被害が紹介されている｡
















事例もある｡ 統合失調症を発症し, 精神病院へ入退院していた男性は, パー
トナーの女性 (兄夫婦から結婚を反対されたため, 内縁関係) との間に妊
娠し, その後女性が流産した後, 兄夫婦, 担当医師, ケースワーカーから
パイプカット (不妊手術) をするように強要された｡ 旧優生保護法の廃止
後である2003年に兄夫婦から ｢パイプカットしなかったら一生入院させ
ておく｣ と言われ, ケースワーカーや医師が反対の意見を述べることもな






法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 409(409)
(57) 毎日新聞取材班・前掲注(７)29頁｡
(58) 東京地裁第10回口頭弁論2020年１月16日での証言 (https : // news.tv-
asahi.co.jp / news_society / articles / 000173908.html)｡
(59) 優生手術に対する謝罪を求める会編・前掲注(８)243頁・319頁以下｡
毎日新聞取材班・前掲注(７)208頁以下も旧優生保護法の廃止から10年後
に, 精神障がい者である妊婦が医師から ｢あなたが育てられるの？｣ と言
われ, ｢子どもを産み育てることへの偏見が今も根強いことを知った｣ と
このように, 被害者の損害は, その身体を損傷させられたことにとどま





｡ そして, この損害は, 被害者が優生政
策の下, 旧優生保護法の施行中並びに同法廃止後においても生じている｡
こうした ｢人としての尊厳｣ に対する損害は, 憲法13条の ｢個人の尊重｣












































410(410) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
の事例を紹介する｡
(60) 小山・前掲注(44)18頁｡
(61) 兵庫県においても ｢不幸な子どもの生まれない運動｣ が全国に先駆け
て行われ, 優生手術の補助金を出し, 手術を推進したといわれる (2019年
10月25日優生保護法による被害者とともに歩む兵庫の会ニュース No. 2
３頁より)








特質を考慮すると, 前記Ⅳ２ (２) (ｂ) (イ) (ウ) のハンセン病訴訟と
同様に, 被害者がこれまで人生の中で受けてきた偏見や差別は, 個人の尊





































































412(412) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(64) なお, 周知の通り, 2016年７月26日, 神奈川県相模原市の知的障害者
福祉施設 ｢津久井やまゆり園｣ で入所者ら45人が刺され, うち19人が死亡




(65) 小山・前掲注(44)18頁｡ また新井誠 ｢旧優生保護法の優生手術をめぐ
る国家賠償請求訴訟｣ WLJ (WestlawJapan) 判例コラム臨時号 (2019年)
7 頁も, ｢ほんの最近まで, あるいはまだ現在も続いているかもしれない
『人としての尊厳』 侵害をめぐる違憲, 違法論へと転回し, それについて
端的に賠償請求できるかもしれない｡ …本件のような問題の司法救済の手
法としては, より端的で認められやすいロジックであるし, またわかりや


























の厚生労働大臣の答弁でも ｢(対策や調査は) 考えていない｣ と述べるに
とどまっている (前記Ⅱ４)｡ そのため, Ⅱ３ (３) でみたように, 東京
や北海道で訴訟を提起した男性は, 仙台地裁判決の原告らが提訴した報道
を見てそこで初めて旧優生保護法による施策の存在を知るに至ったのであ
る｡ こうした状況からすると, 被害者が, 被告が加害者であること及び被
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 413(413)
(67) 毎日新聞取材班・前掲注(７)130頁｡
告の不作為が不法行為を構成すると認識することは, 著しく困難であった
と評価できる｡ そうすると, 被害者が損害及び加害者を知ったのは, 旧優
生保護法被害者に対する一時金支給法案が成立, 交付・施行された2019










































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 415(415)
(68) 青井未帆 ｢『憲法13条に違反するが, 『救済』 されないのは仕方ない』
が意味すること 仙台地判2019 (令和元) 年５月28日｣ 法セ775号






(69) 高・前掲注(43) 3 頁｡
(70) リプロダクティブ・ライツは, ｢すべての個人とカップルに保障され
るべき人権の一つであ｣ り, 性と生殖に関する包括的な権利を内容とする｡
その中には, 強制的不妊化の否定も含まれる｡ 三成ほか 『ジェンダー法学
入門 [第３版]』 (法律文化社, 2019年) 140頁｡
(71) その概念の成り立ち及び定義・内容につき, 堀口悦子 ｢リプロダクティ
ブ・ライツとジェンダー｣ 法時78巻１号 (2006年) 26頁以下, 辻村みよ子




前記Ⅳ２ (２) (ｂ) (イ) の熊本地裁平成13年判決も, ハンセン病患者
が ｢優生手術を受けることを夫婦舎への入居の条件としていた療養所があっ
たが, これなどは, 事実上優生手術を強制する非人道的取扱いというほか













てくる｡ そこで, 検討の前提として, 後記 (２) では同条後段の期間の法
的性質をめぐる議論を整理する｡ それをふまえて (３) では仙台地裁判決
の判旨の妥当性を検討する｡ 次に, 20年の期間の適用を制限する手法と
しては, 民法158条・160条の法意, 正義・公平の理念, 条理, 信義則や































416(416) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(72) 三浦・前掲注(42)33頁｡






2209頁 (以下, ｢平成元年判決｣ とする) は除斥期間と解する｡ 仙台地裁
判決も平成元年判決を踏襲したものである｡ 平成元年判決の事案は, 次の
通りであった｡ 消防団員でない原告が警察官の求めに応じて不発弾の処理

































































(75) 平成元年判決以前の見解として, 例えば, 我妻榮 『事務管理・不当利
得・不法行為』 (日本評論社, 復刻版, 1989年) [初版1937年] 214頁 (後
に改説), 内池慶四郎 ｢不法行為による損害賠償請求権の時効起算点｣ 法
学研究44巻３号 (1971年) 156頁, 柳澤秀吉 ｢不法行為責任に関する20年
の期間制限｣ 金商622号 (1981年) 49頁以下, 石田喜久夫 ｢消滅時効と除
斥期間｣ 法セ328号 (1982年) 123頁, 新美育文 ｢不法行為損害賠償請求権
の期間制限 (上) (下)｣ 法時55巻４号27頁・５号106頁以下 (1983年), 徳
本伸一 ｢民法724条における長期の20年の期間制限の性質について｣ 金沢
27巻 1＝2 号 (1985年) 237頁など｡
平成元判決以後の見解として, 例えば, 半田吉信 ｢民法七二四条後段の
法意｣ 民商103巻１号 (1990年) 131頁, 松久三四彦 ｢平成元年判決判批｣
ジュリ957号 (1990年) 83頁, 同 ｢不法行為損害賠償請求権の二重期間制
限の構造 一期間二起算点の視角｣ 同 『時効制度の構造と解釈』 (有斐
閣, 2011年) 416頁以下所収 [初出1996年], 同 ｢不法行為損害賠償請求権
の長期消滅規定と除斥期間｣ 『時効制度の構造と解釈』 481頁以下所収 [初
出2006年], 松本克美 ｢平成元年判決判批｣ ジュリ959号 (1990年) 109頁,
同 ｢民法724条後段 『除斥期間』 説の終わりの始まり｣ 立命307号 (2005年)
320頁以下, 内池慶四郎 ｢平成元年判決判批｣ リマークス1991年上78頁,
同 『不法行為責任の消滅時効』 (成文堂, 1993年) 50頁・251頁以下, 采女
博文 ｢平成元年判決判批｣ 鹿法26巻２号 (1991年) 161頁, 同 ｢水俣病訴
訟と時効｣ 鹿法40巻２号 (2012年) 61頁, 徳本伸一 ｢平成元年判決判批｣
判時1394号 (1991年) 188頁, 渡邉知行 ｢平成元年判決判批｣ 名法139号
①除斥期間の適用により不法行為の被害者の権利救済の途が閉ざされる不







｣ と批評される｡ また平成元年判決に対しては, ②立法者意思を無視し
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 419(419)
(1992年) 569頁, 田口文夫 ｢不法行為にもとづく損害賠償請求権と長期の
期間制限 (二)｣ 専法58号 (1993年) 43頁以下, 清水誠 ｢除斥期間・合意
管轄など｣ 法時68巻３巻 (1998年) 78頁, 吉村良一 ｢民法七二四条後段の
『除斥期間』 に例外判断｣ 法教219号 (1998年) 54頁, 同 『不法行為法 [第
４版]』 (有斐閣, 2010年) 188頁以下, 金山直樹 ｢権利の時間的制限｣ 1126
号 (1998年) 232頁, 同 ｢除斥期間と消滅時効の将来像｣ 椿＝三林編 『権
利消滅期間の研究』 (信山社, 2006年) 289頁以下 [初出2000年], 並木・
前掲注(49)61頁, 吉田邦彦 ｢在日外国人問題と時効法学・戦後補償 (３)｣
ジュリ1216号 (2002年) 127頁, 同 『不法行為等講義録』 (信山社, 2008年)
229頁, 関義央 ｢不法行為による損害賠償請求権の除斥期間の起算点につ
いて｣ 千葉大学人文社会科学研究14号 (2007年) 157頁, 新井敦志 ｢東京
高判平成二〇年一月三一日の判批｣ 立正法学論集42巻２号 (2009年) 166
頁, 平野裕之 『民法総合６ 不法行為法 [第３版]』 (信山社, 2013年) 493
頁注(819), 久須本・前掲注(45)164頁以下, 香川・前掲注(５)209頁｡
学説の状況につき, 采女博文 ｢民法724条後段をめぐる学説の動向につ
いて ハンセン病訴訟と時効｣ 鹿法36巻１号 (2001年) 1 頁, 松本・前
掲注(50) 『時効と正義』 389頁以下を参照｡ また窪田充見 『不法行為法
[第２版]』 (有斐閣, 2018年) 504頁は, 改正民法の規定を説明する中で,
平成元年判決以降, 除斥期間だとする立場はほとんど見られなくなってい
たとする｡ なお, 除斥期間説を採る見解として, 潮見佳男 『不法行為法』
(信山社, 1999年) 296頁, 石松勉 ｢民法724条後段の20年を除斥期間と解

























































420(420) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(78) 采女・前掲注(75) ｢水俣病訴訟と時効｣ 68頁｡
(79) 松本克美 ｢民法724条後段の20年期間の法的性質と民法改正の経過規
定について｣ 法と民主主義495号 (2015年) 42頁｡
(80) 内池・前掲注(75) 『不法行為責任の消滅時効』 3 頁以下, 同 『消滅時
効法の原理と歴史的課題』 (成文堂, 1993年) 111頁以下, 松本・前掲注
(75) ｢『除斥期間』 説の終わり｣ 320頁以下を参照｡
(81) 法務大臣官房司法法制調査部 『日本近代立法資料叢書５ 法典調査会


























以上の立法過程からは, 次の点を確認することができる｡ 第１に, 20







法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 421(421)
(82) 法典調査会の議論を経て, ３年の期間は除斥期間ではなく ｢時効ニ因
リテ消滅ス｣ と改められた｡
(83) 梅謙次郎 『民法要義巻之三債権編 復刻版』 (有斐閣, 1984年) 903頁｡
(84) 『法典調査会民法議事速記録五』・前掲注(81)460頁｡
(85) 鳩山秀夫 『増訂日本債権法各論 (下)』 (岩波書店, 1924年) 948頁｡
(86) 松本・前掲注(75) ｢『除斥期間』 説の終わりの始まり｣ 322頁｡
(87) 内池・前掲注(75) 『不法行為責任の消滅時効』 52頁・128頁｡ 松久三

























































422(422) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
効制度の構造と解釈』 420頁 [初出2008年], 松本・前掲注(75) ｢『除斥期
間』 説の終わりの始まり｣ 322頁も参照｡
(88) 並木・前掲注(49)61頁｡
(89) 采女・前掲注(75) ｢平成元年判決判批｣ 175頁参照｡
(90) 松本・前掲注(75) ｢『除斥期間』 説の終わりの始まり｣ 333頁｡


























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 423(423)
(92) 幾代通 『民法総則 [第２版]』 (青林書院, 1984年) 603頁｡
(93) 中川善之助 ｢身分権と時効｣ 『身分法の総則的課題』 (岩波書店, 1941
年) 30頁｡ なお, すでに内池・前掲注(75) 『不法行為責任の消滅時効』
254頁以下で指摘されているように, 除斥期間説の契機は, 吾妻光俊 ｢私
法に於ける時効制度の意義｣ 法協48巻２号 (1930年) 1 頁以下といわれる｡
吾妻説は立法趣旨には全く触れずに, 不法行為者の極めて不安定な地位を
考慮した上で, ｢甚だ大胆なる憶測たるを免れない｣ としつつ, 不法行為




















さらに, ③ ｢法律関係の速やかな確定｣ という根拠に対しては, 立法趣





｣｡ 他方, ｢20年と３年｣ の関係について, 前者につき, 不
法行為では加害者や違法性・責任性の有無, みずからの請求権の存在とそ
の行使可能性を知るのに日時を要することから, ｢被害者に対し権利実現































424(424) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(95) 松本・前掲注(50) 『時効と正義』 390頁｡
(96) 内池・前掲注(75) 『不法行為責任の消滅時効』 121頁｡ ドイツ民法草
案について同書９頁以下｡
(97) 松本・前掲注(50) 『時効と正義』 390頁｡
(98) 内池・前掲注(75) ｢平成元年判決判批｣ 81頁｡










｡ この見解と同様に, 短期時効ではなく, 20年の期間を法律関係












法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 425(425)
(99) 内池・前掲注(75) ｢平成元年判決判批｣ 81頁｡
(100) 内池・前掲注(75) 『不法行為責任の消滅時効』 276頁｡
(101) 椿寿夫 ｢除斥期間論に関する一つの視点｣ 法時72巻７号 (2000年)

















べきであると述べる｡ 学説では, 改正前民法724条は ｢法律関係の 『速や
















































426(426) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(102) 清水誠 ｢損害賠償請求権の除斥期間への疑問｣ 法時71巻９号 (1999年)
94頁｡














が強く, 今日では, 民法724条後段の規定は除斥期間ではなく, 時効期間
を定めたものと解する説が多数を占めており, また, 近年, 債権法改正の
一環として時効制度の見直しを含めた法改正がなされたドイツ, フランス,
オランダ等の欧州諸国においても, 不法行為による損害賠償請求権につい
て, 民法724条と同様, 二重の期間制限を設ける場合において, 長期の期
間については, 何れも 『時効』 とする制度が設けられているのである｡ こ
のように, 民法724条後段の規定を, 除斥期間と解する場合には, 本件に
典型的に見られる如く具体的妥当な解決を図ることは, 法論理的に極めて
難しく, 他方, 時効期間を定めたものと解することにより, 本件において
具体的に妥当な解決を図る上で理論上の問題はなく, また, そのように解
しても上記のとおり不法行為法の体系に特段の支障を及ぼすとは認められ
ないのであり, さらに, そのように解することが, 今日の学界の趨勢及び
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 427(427)
(104) 奥田＝潮見編 『法学講義 民法６事務管理・不当利得・不法行為』 (悠々
社, 2006年) 204頁 [金山直樹]｡
世界各国の債権法の流れに沿うことからすれば, 平成元年判決は変更され
るべきである｡
そして, 上記のように解することによって, 今後, 不法行為時から20
年以上経過した損害賠償請求訴訟が提起された場合には, 上記のとおり既
に確立している権利濫用, 信義則違反の法理に則って適切な解決を図るこ
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(105) 潮見佳男 『民法 (債権関係) 改正法の概要』 (きんざい, 2017年) 48
頁｡
(106) 法制審議会民法 (債権関係) 部会第79回会議 (平成25年10月29日開催)
資料69Ａ10～11頁｡
(107) 香川・前掲注(５)209頁｡ また松本・前掲注(79)44頁は, ｢無法な除斥
期間説を経過規定によって延命するべきではない｣ と指摘する｡
きか｡ この点, 同条後段の期間は, 立法趣旨をふまえて ｢時効｣ とみるべ
きである｡ 確かに, その期間を仮に除斥期間と理解したとしても, 後記
























とを指摘するものとして, 松本克美 ｢民法724条後段の 『不法行為の時』
と権利行使可能 筑豊じん肺訴訟最高裁2004年判決の射程距離 ｣ 立
命307号 (2006年) 174頁以下, 一般の債権について権利行使の現実的期待
可能性が時効進行のための欠くべからざる要素であることを論じるものと
して, 草野元己 ｢生命保険契約における保険金請求権と消滅時効 (上)
(下) 高度障害保険金請求権の時効を中心に｣ 法時1985号３頁・1986





と (前記Ⅳ３ (２) (ｂ)), その論拠が妥当性を欠くことについて時効説
から様々な批判がなされ (３ (２) (ｃ) (イ)), 改正民法724条２号は20
年の期間を ｢時効｣ とする｡ しかし, 仙台地裁判決は, 平成元年判決以降




に定めたもの｣ とする｡ しかし, 改正前民法724条後段の規定が ｢不法行
為をめぐる法律関係の速やかな確定｣ にあるとする目的は誤解である｡ ３
(２) (ｂ) の立法過程から明らかなように, 同条後段はそのような目的を
有していない｡ そもそも20年という ｢長期｣ の期間を設定すること自体
が ｢法律関係の速やかな確定｣ という目的に矛盾している｡
















































































(ア) 平成元年判決以降, 除斥期間の適用を初めて制限したのが, 最判
平成10年６月12日民集52巻４号1087頁である｡ 事案は, 次の通りである｡
昭和27年に予防接種法に基づき呉市長が実施する痘そうの集団接種を受
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(111) 改正民法では, 新たに時効の中断が ｢完成猶予｣, 時効の停止が ｢更
新｣ という用語に変わり, それに伴い民法158条・160条の表題も変更され
たが, 内容面での変更はない｡


























である｡ Yは昭和53年８月14日, Aを殺害し, その遺体を自宅の床下に掘っ
た穴に埋めて隠匿した｡ また Yは, 本件殺害行為の発覚を防ぐため, 自
宅内部の様子を外部から容易にうかがうことができないようにし, かつ,
サーチライトや赤外線防犯カメラを設置するなどした｡ 殺害行為から約26
年後に Yは自首し, 平成16年９月29日に Aの死体が確認され, Aの相続
論
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(114) 学説状況につき, 久須本・前掲注(45)133頁参照｡
(115) 金山・前掲注(４)65頁・76頁, 香川・前掲注(５)208頁, ｢平成21年判
決に関するコメント｣ 判時2046号73頁｡ 吉村・前掲注(103) ｢平成21年判批｣
477頁も射程が限定的であることを示唆する｡
(116) 春日通良 ｢判批｣ 最高裁判所判例解説民事編平成10年度272頁, 中村
心 ｢判批｣ 最高裁判所判例解説民事編平成21年度405頁注20｡
(117) 松本・前掲注(50) 『時効と正義』 245頁｡ その他の理由も245～246頁
頁を参照｡
(118) 石松勉 ｢(再論) 民法724条後段の20年の除斥期間の適用制限に関する
一考察 (１)｣ 福岡55巻１号 (2010年) 40～46頁｡
平成10年判決の ｢正義・公平・条理という論拠は, 実は判旨前段 (平成
元年判決) が否定した筈の信義則・権利濫用の法理への復帰というほかな






(ｂ) 正義・公平の理念, 条理, 信義則・権利濫用による適用制限




年11月26日判時1476号３頁 [京都水俣病訴訟] は, 国及び県の国家賠償
責任を認めた上で, ｢加害者と被害者の間の具体的事情からみて, 加害者
をして除斥期間の定めによる保護を与えることが相当でない特段の事情が
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としても｣, なお, 除斥期間を適用して被告企業の ｢責任を免れさせるこ
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以上の通り, 下級審裁判例では, 平成元年判決以降も, 加害者に除斥期
間の適用によって損害賠償義務を免れさせる結果を与えることが相当でな
い場合には権利濫用を, 著しく正義, 公平の理念に反する場合などには条
理を用いて, 除斥期間の適用制限を認めることがある｡ その際には, 被害
の重大性, 加害者に賠償義務を免れさせる利益を享受させることが不相当







等請求事件]) がある｡ 事案は, 次の通りである｡ 原告らは, 広島市に投
下された原子爆弾に被爆した者であり, 昭和30年ころから同40年にかけ
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ため信義則による適用制限を排斥する判断も考えられたところ, 判例は,
権利者の権利行使を著しく困難な結果にさせた相手方が ｢消滅時効を主張
することは許されない｣ と判断した｡ こうした判例の判断は, ｢信義則違
反の表現を微妙に避けて権利消滅を否定してきた｣ 平成10年判決 (前記













平成元年判決は, 信義則・権利濫用の問題を ｢適用｣ の次元で考え, その
適用の余地なしとした｡ しかし, ｢『解釈』 の次元で考える余地は残されて
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(121) 松久・前掲注(87)69頁｡
(122) 大村敦志 ｢平成元年判決判批｣ 法協108巻 (1991年) 2132～2133頁｡
｢『本来的には, 権利者でないこと, 弁済していないことが明らかになった
場合に時効の保護を与える必要はない』, 『不法行為者は本来, 被害者に賠
償すべきである』 という価値判断 (法思想) との緊張関係のなかにこれら
の制度がある｣ とする｡ そして, ｢あまりにも過酷な個別事例を 『制度の










信義則, 権利濫用法理や時効に関する規定を一切拒絶する 『堅い』 除斥期
間ではなくなったと解すべきであ｣ るとする｡ なぜなら, ｢仮に, 同条後
段を極めて 『堅い』 除斥期間と解するならば, 民法第724条後段の期間が
同法律の施行の際に既に経過していた場合と経過していなかった場合で,
権利者の権利行使機会の確保という点において, あまりにも極端な差異が
生じる｣ からである｡ ｢すなわち, 同条後段の期間が同法律の施行の際に
経過していなかった場合には, 信義則や権利濫用法理だけでなく, 時効に
関する規定が適用され, 権利者に権利行使機会が十分与えられるのに対し
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(123) 采女・前掲注(75) ｢平成元年判決判批｣ 189頁｡
極めて 『堅い』 除斥期間とする｣ 平成元年判決 ｢の解釈は, 今回の民法改
正によってその基礎を失ったと考えるべきである｣ とする｡ したがって,
改正前民法724条後段の期間を ｢除斥期間と解するとしても, この除斥期
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(124) 香川・前掲注(５)209～210頁｡
(125) 森島昭夫 『不法行為法講義』 (有斐閣, 1987年) 427頁｡























以上 (４) の議論をふまえて, 旧優生保護法国賠訴訟において, 改正前
民法158条や160条の法意・類推適用, 正義・公平の理念, 条理, 信義則,
論
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の明文化を見逃すわけにはいかない｡ 改正民法の趣旨は, 中断や停止 (更
新・完成猶予) が認められ, 信義則や権利濫用の法理の適用による妥当な
被害者救済の可能性を広げることにある (前記３ (２) (ｄ))｡ 改正民法
724条において時効の停止が認められ, 被害者救済の可能性が図られるの
に対して, 改正前民法724条後段を相変わらず除斥期間と解して停止を排
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(129) 小山・前掲注(44)19頁｡















































(ｂ) 参照), ④手術を受けた辛い記憶を思い出したくない, といった事情
があるからである｡ これらの被害者は, 決して権利の上に眠る者ではない｡
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(135) 2018年３月３日時点で, ｢何らかの資料・記録の保存が確認されたの





が (Ⅳ３ (３) 参照), 平成元年判決以降の判例及び下級審裁判例をみる
と, 裁判所がなお同条後段を除斥期間と判断することが考えられる｡ しか
し, そのように判断した場合であっても, 前記 (４) (ｂ) (イ) の学説が
述べる通り, 信義則・権利濫用は, 除斥期間の ｢解釈｣ の次元で発動しう
る｡ すなわち, 裁判所が職権で民法724条後段の ｢適用｣ の可否を判断す
るとしても, その際に, 信義則・権利濫用を理由に同条後段は一定の場合
には適用されないという ｢解釈｣ をとることは可能である｡ 除斥期間説を
支持する学説も, ｢画一的・絶対的処理の要請という公益的観点からする
除斥期間｣ を優越する私益的要素が認められた場合には, 信義則を介して
除斥期間の貫徹が阻止されるとする｡ 実際, (４) (ｂ) (ア) ⑦判例のよ
うに, 援用を要しない権利行使の制限期間が経過した場合であっても信義
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きる｡ 前者については, ①人命や人身の安全, 生存に直接及ぶものである
か否かの被害の質, ②被害結果の重大性, ③損害賠償請求権を失うことに
なる被害者の不利益, ④被害者にとっての権利行使の可能性, といった要



















































448(448) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)




次に, 加害者側の要素についてみると, ⑤加害行為の態様は, ①の通り
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(137) なお, ⑧義務者による権利行使の阻害につき, 国が被害者の権利救済
を意図的に妨害したわけではないなどと捉えて, その要素の充足性を否定
する可能性も想定されうる (もちろんそのような認定はされるべきではな
い)｡ しかし, 義務者による権利行使の阻害は十分条件にすぎず, 他の複
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のであって, 被害の程度は極めて甚大である (①・②)｡ そのため, 時効・
除斥期間の経過によって被害者が損害賠償請求権を失うとその不利益の程
度も大きい (③)｡ そして被害者が権利を行使することができなかった






ることを正当化する公益性も欠ける (⑩) ことから, 第１のアプローチ
(偏見・差別に対する損害) においても各要素の充足は認められる｡
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被害に対する損害である｡ 本稿では, 両者について検討したが, 被害者を













提として, Ⅳ３ (２) では改正前民法724条後段の法的性質に関する議論
を整理し, 立法趣旨及び除斥期間説の根拠及びその問題点を確認した｡ そ





３ (４) では, 改正前民法724条後段の20年の期間の適用制限の可能性を
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